
はじめに

　近年、企業が、スポーツ大会やフェスティバル、も
しくは各種文化的な催事といった様々なイベントに対
する協賛、すなわちスポンサーシップを目にする機会
がますます増えている。特にスポーツ領域に限定して
みても、選手のユニフォームやゼッケンなどに企業名
が書かれていたり、イベント会場での協賛企業のポス
ターが掲載されていたり、その企業の製品の販売会が
開催されたり、もしくは競技場の名称に企業名が入っ
ていることなども、よく目にする光景である。つまり、
今日、多くのスポーツ領域には、既に商業的要素が溶
け込んでいるといえるだろう。
　商業がスポーツ領域に参入するきっかけとなったの
は、1984年開催のロサンゼルスオリンピックであり、
この年は「商業化元年」とされる。商業化の背景とし

て、オリンピックは1970年代になるとより大型化し、
開催国にとって非常に大きな負担となっていた。実際、
1976年のモントリオール大会や1980年のレークブラン
シッド大会の組織委員会は、運営費の増大によって破
産に陥ったのであった。そこで、1980年に IOC（国際
スポーツ委員会）会長に就任したサマランチ氏は、①
公式ロゴマークなどのマーチャンダイジング、②独占
放送権販売方式による放送権料の向上、③公式スポン
サー ・ サプライヤー権の確立という商業化の仕組みを
導入することで、オリンピックの持続可能性を模索し
たのである

１

。
　近年、本研究の分析対象であるスポンサーシップは、
オリンピックだけではなく他のスポーツ領域でも活用
される機会がますます増大している。そこで、本研究
では、スポーツ ・ スポンサーシップの特質について分
析したうえで、その現代的な有用性について考察を行
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いたい。
　まず、第１章では、スポーツ ・ スポンサーシップの
基礎的特質について考察を行う。続いて第２章では、
プロモーション戦略とスポーツ ・ スポンサーシップの
関係、そして、スポンサーシップの目的について考察
する。第３章では、スポーツ ・ スポンサーシップの戦
略的有用性を分析するために、アジェンダ設定機能の
議論を援用し分析を行う。

１．スポーツ ・スポンサーシップの基礎的特質

⑴　スポーツ ・スポンサーシップの現状と定義
　本章では、スポーツ ・ スポンサーシップの基本的な
特質について分析を行いたい。まず、スポンサーシッ
プの現状について考察してみよう。図表１－１は、IEG

（International Events Group）が毎年発表している北
米における広告、販売促進（SP）、そしてスポンサー
シップに対する出資額の成長率を示したものである。
年度によって、多少のばらつきはあるものの、スポン
サーシップの成長率は、他の２つと比べるとより高い

ことが分かり、近年の企業がスポンサーシップに対す
る期待度の表れが良く分かる。
　さらに、図表１－２は、上述したスポンサーシップ
の内訳を表したものである。投資額が多い順に、スポー
ツ、エンターテイメント、社会貢献、芸術、フェスティ
バル、運営組織の項目から構成されており、2015年か
ら2018年（予想）の内訳を説明している。概ねどの項
目も順調に成長していることが分かるが、特に「スポー
ツ」への出資額が、他の項目への出資額と比べ、群を
抜いて多い事がわかる。
　次に、スポンサーシップの定義について考察してみ
よう。勝倉（2009）によると、スポンサーシップとは、

「広告主企業が財的 ・ 人的 ・ 物的な資源を提供して、こ
れらのイベントやその活動の後援者 ・ 保証人になるこ
と」と定義している

２

。また、IEG（2017）によると、
スポンサーシップとは、「（スポーツ、芸術、エンター
テイメントもしくはコーズにおける）あるプロパティ
と関連した利用可能で商業的な可能性を入手する権利
の代わりに、現金やもしくは現物での報酬（in-kind 

 

  

図表１－１　北米における広告、販売促進、スポンサーシップの成長率

出所：�http://www.sponsorship.com/IEGSR/2017/01/04/Sponsorship-Spending-Forecast--Continued-Growth-Ar.
aspx および http://www.sponsorship.com/IEG/files/f3/f3cfac41-2983-49be-8df6-3546345e27de.pdf をもとに
筆者作成〔最終アクセス日2018年６月25日〕。
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fee）がそのプロパティに対して支払われること」と定
義している

３

。このように、スポンサーシップとは、ス
ポンサー企業が金銭だけには留まらず、現物支給を含
めた何らか形でイベントを援助することで、その見返
りを得るために行われる活動である事がわかる。
　次に、スポーツ ・ スポンサーシップに限定して定義
を見てみると、藤本（2008）は、「スポンサー企業が、
企業目的やマーケティング目的の達成を全般的にサポー
トするために、スポーツ組織やスポーツイベントに投
資する活動の事」と定義している

４

。そして、Shank & 
Lyberger（2015）は、「組織目的やマーケティング目
標、そしてプロモーション戦略を支援するために、ス
ポーツ存在物（アスリート、リーグ、チームもしくは
イベント）に投資すること」と定義している

５

。つまり、
スポンサー企業が、自社で設定した何らかの目的や目
標を達成するために、スポーツ関連領域へ行う投資で
あるということが分かる。 

⑵　アライアンスとしてのスポーツ・スポンサーシップ
　本節では、スポーツ ・ スポンサーシップの構図につ
いて考察してみたい。スポーツ ・ スポンサーシップに
おける主要なプレイヤーとして、まず、様々なプロパ
ティを所有するオリンピック委員会やプロ野球の球団
などの「スポーツ組織」と、それらに出資する「スポ
ンサー企業」があげられる。スポーツ組織は、スポン
サー企業から契約料などを受け取る代わりに、その組
織のロゴの使用などといった様々な権利をそのスポン
サー企業に対して独占的に付与する。また、スポーツ
組織は、スポンサー企業から資金などの提供とともに、
当該スポーツ組織のブランド構築を行う際の各種支援
を求める。それと同時に、スポンサー企業との契約内
容に応じ、どの範囲までスポーツ組織の各種プロパティ
の使用を認めるかといった権限の制限と明確化を求め
るのである。この事例は、オリンピックにおけるス
ポンサーシップの種類を考えると分かりやすいだろう。
2020年東京オリンピック ・ パラリンピックでのスポン
サーシップは、IOC（国際オリンピック委員会）所管

 
  

図表１－２　北米におけるスポンサーシップの内訳

出所：�http://www.sponsorship.com/IEGSR/2017/01/04/Sponsorship-Spending-Forecast--Continued-Growth-Ar.
aspx および http://www.sponsorship.com/IEG/files/f3/f3cfac41-2983-49be-8df6-3546345e27de.pdf をもとに
筆者作成〔最終アクセス日2018年６月25日〕。
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の「ワールドワイド ・ オリンピックパートナー」、そし
て JOC（日本オリンピック委員会）所管の「ゴールド
パートナー」、「オフィシャルパートナー」、さらに「オ
フィシャルサポーター」の４種類に区分されている。
オリンピックでは、コカ ・ コーラ、P&G、パナソニッ
ク、トヨタをはじめとする13社は、最上位のワールド
ワイド ・ オリンピックパートナーとして認定されてお
り、オリンピックのロゴを用いて CM を世界的に行う
権利を有する。しかし、パラリンピックでは、IOC に
よって認定されている企業は、パナソニックとトヨタ
の２社のみであるため、パラリンピックのロゴを使用
して世界的に CM を行うことが可能なのは、この２社
に限定されることになる。
　一方、スポンサー企業は、スポーツ組織に提供した
資金が積極的に運用されることで、大会運営などの主
要計画を滞りなく進めてくれることを求める。また、
スポンサー企業は、単にスポーツ組織に出資しただけ
で、自社の認知度向上といったその企業が持つ何らか
の目的を達成することができない状況を回避しなけれ
ばならない。つまり、スポンサー企業は、スポーツ組
織に対してスポンサーシップを通じてお互いの目的を
達成できるような互恵的なマーケティング・パートナー
シップとなることを望んでいるのである。そのために、

スポーツ組織とスポンサー企業の両者とも適切なギブ ・
アンド ・ テイクに基づくことこそ、良好なスポンサー
シップという仕組みの成立要件であるといえるだろう。
これらの議論は、図表１－３としてあらわすことがで
きる。
　上記の様に、スポーツ ・ スポンサーシップの全体像
を考察してきたが、これらの特徴を鑑みると、スポー
ツ ・ スポンサーシップとは、スポーツ組織とスポンサー
企業間で実施される一種のアライアンスであると認識
することができるであろう。現状では、スポーツ ・ ス
ポンサーシップの研究の多くは、スポンサー企業側の
視点に立脚することが多いようである。それは、スポー
ツ組織の観点に立脚してみると、金銭や様々な資源を
得る対価として、自らの様々なプロパティを提供する
という、アライアンスとしては非常にオーソドックス
な形態であると考えられるからであろう。一方、スポ
ンサー企業の観点に立脚してみると、より特殊な資源
を獲得する機会を得られるという事と関係していると
考えられる。つまり、現在の様な情報が氾濫している
状況下では、従来のコミュニケーション ・ ツールがよ
り効果的ではなくなりつつあるため、その代替肢とし
てスポーツ ・ スポンサーシップに注目する企業が増え
たと考えられるからである。

 
  

図表１－３　スポンサーシップの全体像

出所：�Mullin, Bernard J., Stephen Hardy, and William A. Sutton, Sport Marketing 3rd edition, Human Kinetics, 
2007, p.326.
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⑶�　アンブッシュ ・マーケティングとスポーツ ・スポ
ンサーシップ権利の保護

　スポーツ組織とスポンサー企業間でスポンサーシッ
プを締結することによって、スポンサー企業は、排他
的にその大会のプロパティを使用できる機会を得るの
である。しかし、実際的にはその排他性は非常に脆弱
であるといえるだろう。特にオリンピックなどの大規
模な大会では、一見すると公式スポンサーであるかの
ようにふる舞う企業がしばしば登場し、本来、その権
利が無いにもかかわらず、ただ乗りする形でマーケティ
ング活動が行われることがある。つまり、アンブッ
シュ ・ マーケティングが実施されているのである。ち
なみに、このアンブッシュ（ambush）とは、「待ち伏
せ」を意味する。丸岡（2007）によると、アンブッ
シュ ・ マーケティングとは、「プロパティ所有者に権利
金を支払わずに、そのプロパティとの結びつきを作ろ
うとする計画的活動」と定義している

６

。また、アンブッ
シュ ・ マーケティングの目的とは、ライバル企業がス
ポンサーシップ契約料を支払うことで獲得したイベン
トとの公式的な関係を弱体化することにある

７

。
　このアンブッシュ ・ マーケティング活動の主な種類

は、以下の４つがあげられる
８

。①イベントのスポンサー
である旨の虚偽表示をする、②イベント関連の標章（イ
ベント及びその関連事項で使用される標章）と同一 ・
類似のマークを使用する、③イベント関連の標章と同
一 ・ 類似のマークは使用しないが、イベントと関連が
あるかのような表示をする、④イベント関連の標章と
同一 ・ 類似のマークは使用しないが、イベント開催会
場 ・ 競技場やその付近で、広告物の掲示や販売活動を
行うことである。
　この様な活動を事前に防止するために、IOC（国際
オリンピック委員会）や FIFA（国際サッカー連盟）
などのスポーツ組織は、大会が開催される以前にアン
ブッシュ ・ マーケティング規制法の制定を求めている
のである。図表１－４は、2000年以降に開催されたオ
リンピックに関わるアンブッシュ ・ マーケティング規
制法の一覧である。
　次に、IOC や FIFA といったスポーツ組織が、アン
ブッシュ ・ マーケティング規制法の制定を事前に求め
る背景について考察してみたい。スポーツ組織にとっ
て、オリンピックや FIFA ワールドカップなどの国際
大会における主要な収益の源泉は、①イベントのチケッ

 
  

図表１－４　各国のアンブッシュ ・マーケティング規制法（オリンピック関連）

出所：足立勝『アンブッシュ ・ マーケティング規制法』創耕舎，2016年，p.20. を筆者一部修正。
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ト販売、②テレビなどの放映権料、③ライセンス商品
の販売、④スポンサー料の４つである。それぞれの収
益の源泉を保護してくれる法律は、①と②は敷地や建
物の管理占有権であり、③は商標権であるが、④には
既存の法律は存在しない

９

。そのため、スポーツ組織は、
アンブッシュ ・ マーケティング規制法の制定を大会開
催前に要請することで、ただ乗りに対処しようとする
のである。
　また、スポーツ組織が規制法の制定を求める理由に
ついても考察してみたい。企業は、高額のコストを払
うことで、公式スポンサーのメリットを排他的に享受
することを期待している。それにもかかわらず、他社
のただ乗り行為によってその期待水準を大きく損なわ
れるのであるならば、今後その大会のスポンサーとな
る魅力は大きく減退してしまうであろう。そうすると、
スポーツ組織にとっても、従来のスポンサー料を維持
することは難しく、十分な活動資金を得られないとい
う事態に陥ってしまう。そのため、この様な悪循環に
陥ることを防ぐために、スポーツ組織は、大会開催前
に規制法の制定を求め、スポンサー企業との良好なパー
トナーシップを維持しようと試みるのである。

２�．マーケティング ・コミュニケーションにお
けるスポンサーシップの位置づけとその目的

⑴�　プロモーション戦略とスポーツ ・スポンサーシッ
プの関係

　マーケティング ・ コミュニケーションの下位概念で
あるプロモーションは、周知のように広告、人的販売、
パブリシティ、そして販売促進（SP）から構成されて
いると考えるのが一般的である。それらのうち最初の
３つに該当しないものが、販売促進であると考えられ
ることが多いため、スポーツ ・ スポンサーシップは、
販売促進の一種と分類されるかもしれない。しかし、
スポーツ ・ スポンサーシップは、販売促進の一構成要
素に止まらないとする見解が存在する。例えば、Shank 
& Lyberger（2015）は、スポーツ ・ スポンサーシップ ・
プログラムは、広告や人的販売などとともに考慮され
るべきもう一つ別のプロモーション ・ ミックス要素で
あると指摘している

10

。一方で、Mullin, Hardy, & Sutton
（2014）は、スポーツ ・ スポンサーシップが、伝統的な
プロモーション ・ ミックス要素と分けて用いることは

困難であるため、スポンサーシップは、それだけでは
なく、プロモーション ・ ミックスの文脈で考えるべき
だと述べている

11

。つまり、これらの研究が示すのは、
少なくとも従来の区分に従って、スポーツ ・ スポンサー
シップが販売促進の構成要素に止まることはないとい
う事であろう。
　そこで、スポーツ ・ スポンサーシップは、プロモー
ション戦略とどのような関係にあるのか、図表２－１
を用いて考えてみたい。この図表２－１では、企業が
使用できるツールを様々に組み合わせることで、「コ
ミュニケーション ・ ミックス」を可視化したものであ
る。「円」は企業が使用できる様々なツールを示してお
り、複数の円が重複する部分こそ、「ミックス」に相当
する。例えば、テレ ・ マーケティングは、「人的販売」
と「ダイレクト ・ マーケティング」というツールのミッ
クスで実行可能となり、非常に理解しやすい事例であ
ろう。この様に考えると、スポンサーシップは、「イベ
ント管理」と「広告」、そして「イベント管理」と「展
示会」のツールをそれぞれミックスすることが求めら
れる。つまり、スポーツ ・ スポンサーシップは、様々
な要素と複雑に関係しているために、少なくとも広告
やパブリシティなどの様な明確に区分することができ
るプロモーション ・ ミックス要素と同じ次元で論じる
ことは困難であるといえよう。
　さらに、手続という側面から考えてみたい。スポン
サーシップは、当該企業のプロモーション戦略と整合
性を保つ必要があるが、当該企業が単独で行うプロモー
ション戦略以上に複雑な手続きを要する。それは、前
述したように、スポンサーシップ自体が、アライアン
スの一種であり、相手組織が存在するという性質と大
きく関係する。図表２－２は、スポンサー企業が求め
られる一連のプロセスを表したものである。特に、こ
の第３ステップの「スポンサーシップ獲得」の際に、
スポーツ組織との交渉が必要不可欠となる。
　視点を変えて、アライアンスの相手であるスポーツ
組織から、手続きの一端を見てみよう。スポーツ組織
は、良質なスポンサー企業を獲得するために、「スポン
サーシップ ・ パッケージ」や「スポンサーシップ ・ プ
ロポーザル」を作成し交渉にあたる。前者は、企業が
スポンサーとなることによって得られる便益と機会の
すべてが記載されており、後者は、特定のターゲット

110

都市創造学研究　第３号



企業と交渉する際にその企業にとっての有益性を説明
するために作成される。プロポーザルには、「スポーツ
組織のプロフィール」、「イベント概要」、「イベントと
ターゲット企業との適合性」、「スポンサーシップによっ
て得られる便益」、「メディア ・ カバーとプロモーショ
ン計画」、「スポンサーシップの範囲」、「スポンサーシッ

プ効果測定と評価」といった内容が記載されている
12

。 
　スポンサー企業は、自社の目的と予算に適合するよ
うなプロポーザルを提示するスポーツ組織を選択する
必要がある。しかし、オリンピックや FIFA ワールド
カップの様な非常に大規模で魅力的な大会、つまりス
ポーツ組織とスポンサー企業のパワー関係において、

 
  

 
  

図表２－１　マーケティング ・コミュニケーション ・ミックス

図表２－２　スポンサーシップ ・プロセス

出所：�Dahlen., Michael, Frederik Lange and Terry Smith, Marketing Communications: A Brand Narrative 
Approach, Willy, 2010, p.285. を筆者一部修正。

出所：�Shank., Matthew D. and Mark R. Lyberger, Sports Marketing: A Strategic Perspective 5th edition, Rout-
ledge, 2015, p.442. を筆者一部修正。
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前者が優位となる場合には、スポンサーシップはスポ
ンサー企業のマーケティング戦略そのものにも影響を
及ぼす可能性があることも認識する必要があるだろう。
そのため、手続きという観点から考えた場合でも、ス
ポンサーシップは、マーケティング ・ コミュニケーショ
ンの下位概念ではあるが、プロモーション要素と同じ
レベルで考えることは必ずしも適切ではないといえる
であろう。

⑵　スポーツ ・スポンサーシップの目的
　本節では、スポーツ ・ スポンサーシップを実施する
目的について考察してみたい。まず、Keller（2010）
によると、スポンサーシップ全般の目的とは、企業や
製品名の認知を高めるため、主要なブランド ・ イメー
ジ連想の消費者知覚を形成したり補強したりするため、
企業イメージを強化するため、経験を創出しフィーリ
ングを呼び起こすため、コミュニティや社会問題に対
するコミットメントを表明するため、大切なクライア
ントを楽しませたり、重要な従業員に報いたりするた
め、マーチャンダイジングやプロモーションの機会を
得るため、であると述べている

13

。次に、Dahlen, Lange 
& Smith（2010）は、スポーツ ・ スポンサーシップの

目的として、販売増加、顧客ロイヤルティの構築、ブ
ランド認知の向上、新規市場開拓、企業間関係の構築、
新製品の販売、顧客基盤の拡大、コミュニティとの関
係構築、ブランド ・ イメージの変化や再構築をあげて
いる

14

。また、Shank & Lyberger（2015）は、スポー
ツ ・ スポンサーシップの直接的な目的として、消費行
動や売上高向上に対する影響があげられており、間接
的な目的として、認知度向上、競争に打ち勝つこと、
新規の標的市場開拓、関係構築、イメージの改善があ
げられている

15

。
　この様に、スポーツ ・ スポンサーシップの目的は多
様に存在するが、その中でも特に「企業や製品の認知
度向上」やそれに伴う「イメージ（連想）の強化、改
善」という目的に目し、議論を行っていきたい。
　Dahlen, Lange & Smith（2010）によると、スポン
サーシップの最大の焦点は、聴衆の心の中でスポーツ
大会のイメージと自社ブランドを関連付けてもらうこ
とによって、スポーツ大会のイメージを自社ブランド
に転移させることであり、単に聴衆の前に自社ブラン
ドを露出させるだけでは不十分であると述べている

16

。
つまり、単純に認知度を向上させるだけであれば、露
出機会を増やすことで実現可能であるかもしれない。

 
  

図表２－３　スポンサーシップにおけるイメージの転移プロセス

出所：Dahlen., Michael, Frederik Lange and Terry Smith, Marketing Communications: A Brand Narrative 
Approach, Willy, 2010, p.419を筆者一部修正し引用。
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しかし、巨額の投資を行ってまでスポンサーシップを
行う意味は、その大会のイメージを自社の製品やブラ
ンドに転移させることにあるというのである。図表２
－３は、スポーツ ・ スポンサーシップを通じて、イメー
ジ転移のプロセスを示したものである。そこで、彼ら
の所説を考察してみよう

17

。
　まず、スポンサーシップの特徴は、「領域」、「構成」、

「ステータス」、そして「耐久性」から形成されている。
領域とは、どの分野（スポーツ、エンターテイメント、
社会貢献など）のスポンサーとなって投資するのかに
関わる項目である。構成とは、そのスポーツ大会を支
援する企業数に関する項目である。もちろん、少数の
企業で構成する方が、スポンサー企業が意図するよう
なイメージ転移の実現可能性は高くなる。そして、ス
テータスとは、その大会の規模や格式に関わる項目で
あり、耐久性とは、スポンサーシップの期間に関する
項目となる。長期に亘ればわたるほど、強固なイメー
ジの転移が行われる可能性が高くなる。
　次に、スポンサーの認知とイベントのイメージであ
るが、これらを端的に述べるならば、聴衆がスポンサー
企業とスポーツ大会のそれぞれに対し、どのような情
報を持っているのかという事と関連する項目である。
それは、どちらも量的および質的側面から考慮される
べきであろう。
　そして、スポンサーの特徴やスポンサーの認知、そ
してイベントのイメージという要素が、スポンサーシッ
プの適合性に影響を及ぼすのであるが、Dahlen, Lange 
& Smith（2010）によると、「機能に基づいた適合性」、

「イメージに基づいた適合性」、「ユーザーに基づいた適
合性」、「経験に基づいた適合性」の４つが存在すると
述べている

18

。機能に基づいた適合性とは、ナイキ社の
様なスポーツ用具メーカーが、スポーツ組織にシュー
ズやユニフォームを提供することなどが該当する。イ
メージに基づいた適合性とは、レッドブル社がＦ１チー
ムのスポンサーとなっていることが事例としてあげら
れるだろう。また、ユーザーに基づいた適合性とは、
Ｊリーグの浦和レッズとそのスポンサー企業が事例と
してあげられる。レッズのスポンサー企業は、ポラス
社や埼玉縣信用金庫などの地元企業も多く、これらの
企業の顧客と浦和レッズのファンの多くが重複してい
るため、両者の適合性が高いと考えられる。そして、

経験に基づいた適合性は、例えばサッカー日本代表に
はキリングループが、野球の日本代表にはアサヒビー
ルがそれぞれスポンサーになっていることがあげられ
るだろう。確かに、ライバル企業が、お互いに対抗す
る目的で日本において人気の高いスポーツのスポンサー
になっているという側面は否定できないが、経験に基
づいた適合性という観点から考えてみると、自社の飲
料を飲みながらゲームを見るという経験を消費者に体
験してほしいからであるとも解釈できる。
　そして、上記のいずれか、もしくはその複数の適合
性が高ければ高いほど、スポーツのイメージが転移し
やすくなり、「スポンサーのイメージ変更」により大き
な影響を及ぼすことになるのである。ただし、聴衆の
その大会への興味関心の違い、すなわち「聴衆のエン
ゲージメント」の高低により、イメージ変更に影響を
及ぼすというものである。

３．スポーツ・スポンサーシップの戦略的有用性

⑴　情報環境の特質とアジェンダ設定機能
　池田（2000）によると、コミュニケーションには、
３つの相、すなわち「説得達成の相」、「リアリティ形
成の相」、そして「情報環境形成の相」が存在すると主
張しており

19

、図示したものが図表３－１となる。まず、
説得達成の相とは、送り手が受け手に対して影響を達
成するという目標のもとにコミュニケーションが行わ
れる。この相の特徴として、「伝達することによって、
受け手に対して知識やイメージの伝達、受け手の側で
の行動意図の生起というような、コミュニケーション
の送り手が意図した効果を生み出そうとする過程ない
し影響関係に関わる」事があげられる

20

。そのため、古
くは弾丸効果モデルや限定効果モデルといったような
マスメディアの効果研究などもこの範疇に入る。また、
マスメディア広告の最も主要な役割である「説得効果」
もこの範疇に入ることになる。次に、リアリティ形成
の相は、「説得達成の相と異なり、一方向的であるとい
うよりは、情報の伝達の中でいかにしてコミュニケー
ション前提となり、特定の情報そのものを共有してい
くか」という特質を有する

21

。そして、情報環境形成の
相とは、説得的コミュニケーションの内容も、意図し
ないで漏れ出るコミュニケーションの内容もすべて含
むのであるが、そこには必ず内容的なバイアス（偏り）

113

平安山：スポーツ・スポンサーシップの特質分析とその戦略的有用性を求めて



が生じ、情報環境を規定する大きな部分を占めるとい
う特徴がある

22

。そして、この情報環境形成の相におい
て、意図的にメディアが歪みを生じさせる研究こそ、

「強力効果モデル」と総称されるマスメディアの効果で
ある

23

。そこで、本研究では、その中でも特にマスメディ
アのアジェンダ設定機能に着目し議論を行う。
　マスメディアのアジェンダ設定機能とは、上述の様
に、マス ・ コミュニケーション研究の「強力効果モデ
ル」に分類される

24

。マス ・ コミュニケーション研究の
文脈におけるアジェンダとは、行動計画という一般的

な意味というよりも、重要度や顕出性（salience）が高
まった社会的な争点のことを指す。そのため、多くの
場合「議題」と訳されるが、マーケティングの文脈で
は、「テーマ」や「話題」と解釈する方が理解し易いで
あろう。
　Cohen（1962）は、メディアがその受け手に対して
うまく行っていることは、「どの様に考えるか（what 
to think）」ではなく、「何について考えるか（what to 
think about）であると指摘し

25

、アジェンダという用語
は使用していないもののアジェンダ設定機能研究の本

 
  

 

図表３－１　コミュニケーションの３相

図表３－２　アジェンダ設定のプロセス

出所：池田謙一『コミュニケーション』東京大学出版，2000年，p.14を筆者一部修正

出所：�Sutherland, Max., and John Galloway, “Role of Advertising: Persuasion or Agenda Setting ?” Journal of 
Advertising Research, 1981, vol.21, No.5, p.27. および p.29. を筆者一部修正。
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質を指摘し、その後の研究に多大なる影響を及ぼした。
このアジェンダ設定機能の特質について、竹下（2018）
は「マスメディアである争点やトピックが強調されれ
ばされるほど、その争点やトピックに対する人びと（受
け手）の重要性の知覚も高まる」と述べている

26

。この
重要性とは、「他のことではなく、まずは当該事項に取
り組むべき」といった優先性が高まるという意味であ
る。
　図表３－２は、アジェンダ設定のプロセスを示した
ものである。この図表では、２つのプロセスが存在す
るが、それは、情報の受け手の関与水準の違いに起因
する。両者の大きな違いは、意思決定の際に、周囲の
動向を考慮するか否かである。つまり、高関与の場合、
メディアによって強調されたテーマについて、周囲の
動向を考慮することなく意思決定を行う。一方、低関
与の場合、メディアなどで強調されたテーマについて、
まずは自分で判断を下す前に周囲の動向を観察する。
そして、もし周囲が重要であると判断しているようで
あれば、自分もそれに追従するのである。例えば、
FIFA ワールドカップの期間中、日本でも多くのファ
ンが応援に繰り出すが、コアなサッカーファンとにわ
かファンの違いを想像してみると分かりやすいかもし
れない。にわかファンは、その大会開催期間中に周囲
が盛り上がっているからこそ、その大会を重要である
と判断し、自らも応援するという意思決定を行うので
ある。
　以上のことを前提として、次節では、スポーツ ・ ス
ポンサーシップを活用する意義について考察を行って
みたい。

⑵　スポーツ ・スポンサーシップの現代的意義
　なぜ、企業は、スポーツ ・ スポンサーシップへの投
資を拡大しつつあるのであろうか。その問いに対して、
勝倉（2009）は「オリンピックやサッカーワールドカッ
プなどの世界的なスポーツイベント中継は、テレビの
高視聴率を獲得し、またマスコミがイベント実施期間
中やその前後に、連日その動向を報道することにより、
国民の間に大きな反響を呼ぶ。そのスポンサーシップ
を獲得した広告主企業は、全世界へのテレビ中継など
を通じて、グローバル企業であることをワールドワイ
ドでアピールできる可能性が大きい」ためであると述

べている
27

。この意見を基にして、なぜスポーツ ・ スポ
ンサーシップが現代社会において有効なのかについて
分析してみたい。
　情報化が進展し情報が氾濫してしまった現在では、
スポンサー企業が自社ブランドを消費者に認知させる
ことは、かつてより困難を極める事は想像に難くない。
しかし、注目度の高い国際スポーツ大会などでは、マ
スコミはもちろんのこと、現在では一般的な消費者も
SNS を通じて情報発信をしてくれるので、結果的にそ
の大会の注目度の向上に貢献してくれるのである。す
なわち、スポンサー企業以外の組織や人々が、意図的 ・
非意図的を問わず、当該スポーツ大会のアジェンダ設
定に貢献しているのである。そのため、上手くアジェ
ンダ設定された大会は、他の大会と比べて視聴すべき
優先度が高くなり、さらに注目される存在になると考
えられる。つまり、高関与の聴衆だけではなく、低関
与の聴衆も注目するようになると考えられるのである。
この様なメカニズムによってテーマ設定され、注目度
が高くなったスポーツ大会は、それ自体が一種の有力
なコミュニケーション ・ チャネルとして認識すること
ができるであろう。企業は、そのような大会のスポン
サーとなることによって、排他的にそのコミュニケー
ション ・ チャネルを利用することが可能となる。つま
り、現代社会におけるスポンサー企業にとってのスポ
ンサーシップの戦略的有用性とは、スポンサー企業以
外の存在がスポーツ大会を有力なコミュニケーション ・
チャネルへと昇華させ、そして、スポンサー企業がそ
のチャネルを独占的に利用できるということである。
そのため、極めて旨味のある選択肢であるという事が
理解できるであろう。

おわりに

　本研究では、スポーツ ・ スポンサーシップの特質を
解明し、現代的な戦略的有用性について考察を行った。
スポーツ ・ スポンサーシップは、アライアンスの一形
態であり、スポンサー企業は、排他的にそのプロパティ
を使用できる権限を入手できる。同時に、その排他性
を維持するためには、アンブッシュ ・ マーケティング
規制法の制定が不可欠であり、法律の制定を通じてこ
そ、スポーツ組織とスポンサー企業は、良好な関係が
維持できるのである。
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　また、スポンサーシップは、プロモーション戦略と
統合して考えることが前提である。しかし、スポンサー
シップは、スポーツ組織とのアライアンスであるため
に、場合によってはマーケティング ・ ミックスにも影
響が及ぼされる可能性があるという特質を認識する必
要があるだろう。
　そして、現代的なスポーツ ・ スポンサーシップの戦
略的有用性とは、マスコミや様々な人々によってその
大会のアジェンダが設定されることで、スポーツ大会
を一種の有力なコミュニケーション ・ チャネルとして
認識し、その大会のスポンサーとなることによって、
排他的にそのチャネルを利用することが可能であると
いう見解に達した。
　最後に今後の課題について述べたい。本研究では、
アジェンダ設定されることでより注目度の向上したス
ポーツ大会をコミュニケーション ・ チャネルとして活
用するという側面に着目して議論を行った。この議論
は、オリンピックやFIFAワールドカップの様なスポー
ツ大会を前提として考えられている。しかし、オリン
ピックのすぐ後に開催されるパラリンピックは、必ず
しもオリンピックほど注目度が高いとはいえない。さ
らに、この種の大会のスポンサーになることは、社会
的貢献やソーシャル ・ マーケティングの文脈で議論さ
れることが多く、本業とは一線を画す活動と考えられ
てきた。ところが、Kotler & Lee（2005）は、社会的
貢献と自社の本業を積極的に組み合わせ、両立させる
ことを主張している

28

。この議論を援用することで、ス
ポンサーシップの議論においても、同様の観点に立脚
し議論を行うことはできないであろうか。このように
課題は山積しているが、今後の課題としたい。
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